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１．財政健全化法制定の背景

北海道夕張市において炭鉱閉山に伴う人口流出や、地域振興のための過度な観光施設

整備等により財政が悪化したが、それに加え、意図的な財務処理（赤字隠し）により、
赤字が著しく大きくなっていった。平成19年３月、地方財政再建促進特別措置法（旧再
建法）に基づき「財政再建計画」が総務大臣に提出された夕張市は事実上、財政破綻し
た。

将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率実質赤字比率指標

1237.639.6739.45730.71夕張市（H19）

（ア）財政再建団体（レッドカード）の基準しかなく、財政悪化を早期に防止（把握）
することが不可能。

（イ）普通会計を中心にした収支の指標（実質赤字比率）のみ分析報告であったため、
ストック（負債等）の財政状況に課題があっても対象とならない。

（ウ）公営企業にも早期是正機能がなかった。
（エ）わかりやすい財政情報の開示等が不十分。

①地方自治体の財政状況を「健全段階」・「財政の早期健全化（イエローカード）」・「財政
の再生（レッドカード）」の３段階に分類し、早期の健全化を図る。

②一般会計等だけでなく、特別会計、公営企業会計、一部事務組合・広域組合等まで含めた財
政指標（連携津実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率）を新たに導入。

③公営企業においても新たな財政指標（資金不足比率）を導入し、早期の経営健全を図る。

④毎年度、前年度の決算に基づく財政指標を、その資料とともに監査委員の審査に付したうえ
で議会に報告し、公表しなければならない。

⑤財政指標が悪化し、早期健全化基準（イエローカード）以上である場合には『早期健全化団
体』となり、財政健全化計画策定や外部監査が必要で、自主的な改善努力により財政健全化を
図る。

⑥さらに財政が悪化し、財政再生基準（レッドカード）以上である場合には『財政再生団体』
となり、財政再生計画の策定、地方債の制限など、国等の関与による確実な再生を図る。

104.568.1――夕張市（R6）



２．高野町における健全化判断比率等の状況

地方公共団体の一般会計について、歳出に対する歳入の不足額がある場合に、その赤

字額を標準財政規模の額で除して得た指標です。当該指標が生じた場合は、歳出削減策
や歳入増加策を講じて、赤字の早期解消を図る必要があります。
令和７年度決算において、240,359千円の黒字であるため、問題ありません。

地方公共団体の一般会計等に加え国民健康保険などの特別会計や公営企業会計など、す

べての会計を対象に地方公共団体の赤字額を算定し、準財政規模の額で除して得た指標で
す。
本町の令和７年度決算においては、全会計の合算で722,120千円の黒字となったため比

率は算定されず、財政全体の健全性が保たれています。



２．高野町における健全化判断比率等の状況

地方公共団体の一般会計等のうち、義務的経費である公債費や公債費に準じた経費を、

標準財政規模で除して得た数値の３ヶ年平均の指標です。借入金の返済については、短期
間での削減や、先送りすることが困難なものであるため、本指標が高くなるほど、財政の
弾力性の低下を招き、他の経費を節減しないと収支が悪化し、赤字団体に転落する可能性
が高まります。
本町の令和７年度決算においては、借入金返済額等567,002千円のうち、実質的な負担

額は97,433千円となっており、約82％が国から配分される地方交付税等で賄われています。
結果として単年度では0.8ポイント減少し、３ヶ年平均値では、前年度算定値から0.3ポイ
ント増加していますが、早期健全化基準を大幅に下回る5.2％になり、健全段階に位置し
ています。
指数悪化の理由としては、標準財政規模は増えたものの、それを上回るペースで過去の

借金の返済が始まったためです。今後も旧教育施設の解体事業等が続くため、計画的な財
政運営に努める必要があります。

分子の増減分析：前年度△9,840千円

★ 実質公債費の増加が主な要因（+35,180千円）

★ 普通交付税追加交付による標準財政規模の増加が主な要因（+151,466千円）
普通交付税（+54,735千円） 臨時財政対策債の減（△6,874千円）

分母の増減分析：前年度+105,086千円



２．高野町における健全化判断比率等の状況

地方公共団体の一般会計等が将来的に負担することとなる金額を把握し、この負担額か

らその償還に充てることが可能な基金等の額を控除したうえで、標準財政規模等で除して
得た指標です。（１）～（３）の３つの指標はフロー指標と言われるもので、当該年度に
おける現金の流れによる状況を示すものですが、これらだけでは地方公共団体の負債の状
況や将来の見通しが十分につかめないため、新たに導入されたストック指標となります。
本指標が高い場合は、当該団体の標準財政規模に比べて将来負担が大きいということに

なり、今後の財政運営が圧迫される可能性があります。
本町の令和７年度決算においては、将来負担額9,163,353千円のうち、国から交付さる

地方交付税や町の基金等で14,692,925千円が賄われるため、昨年度から7.3ポイント増加
したものの、△265.4％と、早期健全化基準350％と比較して著しく低い水準にあり、問題
はありません。※参考として、充当可能基金を0円と仮定して試算した場合、将来負担比
率は124.4%となります。この数値は法令に基づく正式な健全化判断比率ではなく、基金が
ないものと仮定した参考値です。

分子の増減分析：前年度+185,987千円

★ 分母側では標準財政規模（151,466千円）に対する算入公債費等額
（46,380千円）の減少により、正味の財政枠が縮小したことが比率を押し上
げる（0％に近づける）一因となりました。

分母の増減分析：前年度+109,808千円

★ 分子側においては、地方債残高（-188,767千円）や退職手当負担見込み額
（-21,970千円）など、将来負担額の各項目で適切な償還と見直しが進んだこと、
また、充当可能基金（113,365千円）を地域の主要事業等へ計画的に投入したこ
とにより、実質的な貯蓄超過幅がわずかに縮小しました。



３．高野町における資金不足比率の状況

公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率です。公営企業ごとに算定し、経

営健全化基準以上の場合には経営健全化計画の策定が義務付けられ、自律的な経営改善
に取り組まなければなりません。
本町の令和７年度決算においては、いずれの会計も資金不足が発生していないため比

率は算定されず、健全な経営状態を維持しています。



４．まとめ

平成19年度に財政健全化法が施行されてから、本町の「実質公債費比率」及び「将来

負担比率」は、健全の範囲内に位置しているため、財政状況は健全な状態であると言え、
県の公表している令和６年度決算を見ると、県内30市町村の中では２位に位置している
ことが分かります。
本町では、人口減少等による税収入の影響を見据え、後年度に円滑な財政運営を行う

ためには、各比率を改善及び維持することが必要と判断し、ふるさと応援寄附基金など
の充当可能基金の増資、地方債現在高の縮小や公営企業の健全化など様々な財政健全化
施策等の取組を維持する必要があります。

令和７年度の将来負担比率は、地方債現在高の減少や基金の積み増しといった将来負担の抑
制に努めたものの、標準財政規模の変動等が複合的に影響した結果、昨年度より４．９ポイン
ト増加しました。
当年度は大型事業の完了に伴い地方債発行が大幅に減少し、現在高は188,767千円減少しま

した。また、ふるさと応援寄附金の増加等により、充当可能基金も全体で151,715千円増加し
分子の圧縮を図ったものの、分母側（標準財政規模等）の変動影響が上回ったため、比率は上
昇する結果となりました。
今後は旧教育施設の除却や役場本庁舎の整備、老朽化インフラへの継続投資により、地方債

現在高は当面高止まりする予測であり、分子の動向が懸念されます。
このような状況を踏まえ、普通交付税の動向を注視しつつ、ふるさと応援寄附金や法定外目

的税（宿泊税等）の検討を始め、自主財源の確保に取り組み、財政健全化の維持に努めます。
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